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　　　　　　　　注　「運動習慣がある者」とは，週2回以上，1回30分以上で
　　　　　　　　　　1年以上持続している者を示す。
　　　　　　　　図3　運動習慣がある人の割合（厚生労働省　国民栄養調査）
活の質に向上を実現すること，自立した高齢期をすごすためには積極的に健康増進のために運
動を実践し疾病を予防することに重点をおいて，厚生労働省は2000年から「21世紀における国
民健康づくり運動　　健康日本21」を推進し，健康に関する重要課題の1つとして身体活動・
運動を取り上げている。健康日本21では健康づくり運動を効果的に取りくみ国民の自発的な意
識向上をめざす一次予防に重点をおき，生活習慣病の発症を防ぐことを目的としている。日ご
ろから日常生活の中で健康維持・増進のために意識的に身体を動かしている人の増加，運動習
慣者の増加，1日あたりの平均歩数の増加，運動習慣者の増加などを目標としている。高齢者
では外出について積極的な態度を持つ人の増加，何らかの地域活動を実践してい．る人の増加を
目標としている。日本における健康保持・増進のための計画では身体運動の内容・目標をこま
かくきめてその増加状況を個々にチェックしてさらに増進を図る手立てでこれを推し進めてい
るが，英国の計画の場合は運動をすることについては処方し期間の設定はあるが，運動を進め
る上では各自の自由にまかされており，各自の意思を尊重した形で運動に取り組んでいるとこ
ろに相異が見られる。運動実践が健康保持・増進に意味があることから行われているが目標到
達のために義務感を伴う日本的実践方法と運動処方の内容については細かく指図をしない英国
的実践方法のその効果はいずれでも同様に目標を到達できるであろうと考える。
　また，健康づくりや疾病予防を国民的な合意のもと，国全体として積極的に推進するための
法的基盤を整備するために健康増進法も2002年に成立している。健康づくりを総合的に推進
し，国が全国的な目標や基本的方向を提示すること，地域の実情に応じた健康づくりを進める
ために地方公共団体において健康増進計画を策定すること，職域，地域，学校などの健康審査
について，生涯を通じた自らの健康づくりに一層活用できるものとするため，共通の指針を定
める事を目差している。これらの法律や計画がどのような形で具体的に速やかに国民に示さ
れ，それを実践することができるかが課題である。この実践の進め方の速度が遅滞することは
国民の健康に対する意識形成をさらに遅らせることになる。運動実践は健康のためにという目
標到達を目指しながらかつ生活に馴染み，楽しく続けることがその効果を一層高めるのではな
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いかと考える。
⑦高齢期における自立意識
　マンチェスター地域で医療施設やケアーホームで生活している人は，地域設置のシェルター
ハウス（31．1％），ナーシングホーム（29．4％），有料老人ホーム（28．3％）の3箇所で90％が
生活しており，75歳以上が69．9％，そのうち女性が78％を占めている。市内に住む高齢者数は
図4に示す通りで60歳代，70歳代は減少の傾向にあり，80歳以上では微増している。この減少
の理由は不明である（lD。有料ホームなどを訪ねるとここに住む高齢者は75歳以上の女性が確
かに多い。彼らの日常は比較的明るく，服装を整えてティーサービスに出てくる姿は姿勢もよ
く，歩調はゆっくりだが乱れておらず自立して生活している。ナーシングホームでみる婦人達
の中には車椅子で移動している人もいるが，それぞれの生活をそれなりの意識で今の生活を謳
歌している。
　「われわれの老後には自立することがあなたにとって重要ですか」という質問に対し英国男
性青年期71％，壮年期71％，高齢期84％，英国女性青年期83％，壮年期77％，高齢期83％，日
本男性青年期13％，壮年期82％，高齢期83％，女性青年期65％，壮年期85％，高齢期84％であ
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　　　　　　　　　　図4　Manchester市の老齢人口の推移（1971－2011）
　　　　　　　　　　　　　　　（Manchester　in　the　mid　90s）
る。日本男性の青年期だけが極端に自立を考えていないのが目立つが両国ともどの年代でも自
立を老後に重要な事項としている。今の生活では意識している割合が低い日本人であるが老後
には必要な意識と認識していることは，今後の福祉のありかたが自助努力により健康を保持し
自立して生きることをさらに可能とすることに繋がることになる。自尊心をもって自立して生
きることが当然という英国人に対し，日本人の意識にも同様な意識があり，これからの高齢期
の生活は身体的，精神的健康を保持し自立し，自助努力の上に成り立つものであることが認識
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一94一
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されてきていることが鮮明である。なかでも女性の意識は明確に変化している。
おわりに
　英国における高齢期の生き方を左右する健康保持と自立や身体的，精神的健康を保持するた
めの計画と実施の現状に関してマンチェスター市と埼玉県で質問調査をしてみた結果，「自立」
については各年代の男性，女性とも生活の上で重要なこととして認識されている。日本人男性
もとくに女性の認識が予想以上であった。予備調査時には日本人の意識に自立という認識はほ
とんど意識したことがないという傾向であった。老後に自立は重要な事かという質問では英
国，日本とも自立が必要であるという意識にほとんど相異がみられない結果であったが，高齢
社会への移行期間が長い英国と短期間で移行した日本とは高齢者の生きる意識と家族のあり方
に相異が見られる。その結果日本の男性の中には高齢期に障害があり支援を要する場合，誰か
にみて貰うのが当然という意識をもつ人にときには会うことがあるが，これは女性にはあまり
みられない。
　現在の健康状態の認識をみると英国人も日本人の男性，女性とも普通以上がいずれも95％を
超えており，内閣府の高齢者白書と同様に英国人も日本人も健康であるという認識をもって高
齢期をすごしていることがこの調査からも明白になった。健康を保持するための運動推奨のプ
ログラムについてみるとマンチェスターでは薬の代わりに運動を処方し，計画的な身体運動が
もたらす健康上の利益を追求し，生活様式の改善を目指している。参加者は栄養，体重，脈拍
などに改善がみられ，精神面での健康の改善が見られたとこの計画の意義を認めている。日本
では「21世紀における国民健康づくり一健康日本21」を推進し健康に関する重要課題として
健康を取り上げ，運動習慣者の増加，積極的な運動習慣を持つ人の増加を目指し，一次予防に
重点をおき，自発的な意識向上や取りくみを推進している。英国で処方された運動内容は細か
い規制はなくこの計画の実行が登録医を窓口に推進されている。日本の処方では時間，頻度，
内容が健康をつくる目的できめられており老人施設，公民館，保健所活動で進められている。
運動を定期的にすることによる健康への効果はいずれもその意義を認めている。身体的，精神
的に健康で自立して生きる方策のために今後もこれを多くの人の参加を広げること，参加する
ことに対する障害を無くすことが必要であり，実践的方策を構築していくことが課題である。
　英国，日本ともこれからの高齢期の生活は身体的，精神的健康を保持し自立し，自助努力の
上に成り立つものであることが認識されてきている。中でも日本の女性の意識は明確に変化し
ていることをみることができた。
　本研究は平成13年度立正大学在外研修助成によるものである。記して感謝の意を表します。
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